
 

 

    地域医療機能推進部会における長期借入金及び債券発行 
に係る意見の取扱いについて 

 

 

○ 地域医療機能推進機構の長期借入金及び債券発行について、厚生労働大臣が認可をし

ようとするときは、あらかじめ、厚生労働省の独立行政法人評価委員会の意見を聴かな

ければならないこととされている（独立行政法人地域医療機能推進機構法第１７条第３

項）。 

  また、当該長期借入金及び債券の償還計画についても、毎事業年度、厚生労働大臣が

認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならないこ

ととされている（独立行政法人地域医療機能推進機構法第１８条第２項）。 

 

○ 長期借入金及び債券発行については、通常、年度中数次にわたって行われることから、

個別の認可の都度、部会の意見をいただく形に代えて、以下の取扱いとしたい。 

 

 

【地域医療機能推進部会における長期借入金及び債券発行に係る意見の取扱い（案）】 

 

① 年度を通じた「長期借入金計画」及び「債券発行計画」について、あらかじめ、部

会の了承をいただく（これらの「償還計画」と併せて審議）。 

 

 

② 長期借入金及び債券発行の個別の認可に際しては、部会長において、部会が了承し

た長期借入金計画及び債券発行計画の範囲内のものであることを確認いただき、了承

を得ることをもって、部会の意見をいただいたという取扱いとする。 

  また、当該了承事項については、直近の部会において報告する。 

 

 

③ 仮に、長期借入金計画及び債券発行計画の範囲を超える事態が生じた場合には、改

めて部会で審議をいただくこととする。 

 

 ※ 長期借入金及び債券発行に係る意見については、厚生労働省独立行政法人評価委員

会令、同運営規程等に基づき、部会の議決を評価委員会の議決とする事項とされてい

る。 
 
 
 
 

 

 

資料１－６ 



 

＜参照条文＞ 

 
独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成１７年法律第７１号）（抄） 

 
（長期借入金及び独立行政法人地域医療機能推進機構債券） 

  第１７条 機構は、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な費用に充てるた

め、厚生労働大臣の認可を受けて、長期借入金をし、又は独立行政法人地域医療機

能推進機構債券（以下「債券」という。）を発行することができる。 
  ２ 前項に規定するもののほか、機構は、長期借入金又は債券で政令で定めるものの

償還に充てるため、厚生労働大臣の認可を受けて、長期借入金をし、又は債券を発

行することができる。ただし、その償還期間が政令で定める期間のものに限る。 
  ３ 厚生労働大臣は、前二項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、

厚生労働省の独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。 
  ４ 第一項又は第二項の規定による債券の債権者は、機構の財産について他の債権者

に先立って自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 
  ５ 前項の先取特権の順位は、民法（明治二十九年法律第八十九号）の規定による一

般の先取特権に次ぐものとする。 
  ６ 機構は、厚生労働大臣の認可を受けて、債券の発行に関する事務の全部又は一部

を銀行又は信託会社に委託することができる。 
  ７ 会社法（平成十七年法律第八十六号）第七百五条第一項及び第二項並びに第七百

九条の規定は、前項の規定により委託を受けた銀行又は信託会社について準用する。 
  ８ 前各項に定めるもののほか、第一項又は第二項の規定による長期借入金又は債券

に関し必要な事項は、政令で定める。 
 
  （償還計画） 
  第１８条 機構は、毎事業年度、長期借入金及び債券の償還計画を立てて、厚生労働

大臣の認可を受けなければならない。 
２ 厚生労働大臣は、前項の規定による認可をしようとするときは、あらかじめ、厚

生労働省の独立行政法人評価委員会の意見を聴かなければならない。 
 


